
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 
 

 
 岩手、神奈川と並び毎年県内全市町村議会を訪問し、国・県向けの意見書採択運動を展開する新潟。今年もこの運動が取り組まれ、19市町村議会が

意見書を採択しました。県知事が県財政非常事態宣言を発表する情勢で、19 の市町村議会が高校生の立場に立って、県独自の学費減免制度の拡充を要

望する意見書を採択した事は、県に対する包囲網として大きな力となるものです。 

 

 

 

 
全全国国私私立立学学校校教教職職員員組組合合連連合合  

No.15  2019年11月1日（金） 

 


